
Question    1

投資の収穫期を迎えた運営ファンドの良好なパフォーマ

ンス等を背景に、アセットマネジメント事業において特に好

調な推移が見込めると同時に、ブローカレッジ＆インベスト

メントバンキング事業とファイナンシャル・サービス事業にお

いても引続き好調に推移する見通しであり、2006年度の

連結業績は、第1四半期のみで前中間期の各利益を大幅に

上回っております。これらの極めて堅調な状況を勘案して株

主還元を積極的に行うこととし、このたび初の中間配当を実

施いたしました。なお、1株あたり中間配当金は前期通期の

600円と同額を実施し、期末配当も600円を予定しており

ます。 

では、各事業部門ごとに今期の位置付けについて述べま

しょう。

アセットマネジメント事業

（1）名実ともに我が国のベンチャーキャピタル業界トップ

であることを明らかにしていく期 

最近のファンド運用成績としましては、2002年に設立し

た企業再生分野のファンドである「企業再生ファンド1号投

資事業有限責任組合」及び「ブイアール企業再生ファンド投

資事業有限責任組合」を2006年8月に早期償還させ、いず

れも25％を超える年間投資利回り（IRR）を達成し、運用実

績を着実に積み上げております。また、当社グループの運用

実績はいずれも概ねIRR20％を越えているなど、国内他社

の競合ファンドと比較しても、圧倒的に高いパフォーマンス

を挙げております。引き続き好調なパフォーマンスを持続さ

せながら、既存ファンドの償還を補いつつ新たな資金も加え

る形で新規ファンドを設立し、ファンドの運用総額において

も我国トップとします。 

（2）BRICsを中心とするグローバルベンチャーキャピタル

体制への移行期 

旗艦ファンドであるソフトバンク・インターネットテクノロ

ジー・ファンド（ITファンド）では、含み益が実現するなど本格

的な投資の収穫期に入っておりますが、今後は国内IT関連

に限らずグローバルな投資展開を積極的に図るべく、例え

ば日本においてはITやバイオ、中国では製造販売業、インド

ではソフトやハイテク分野、ロシアでは資源・エネルギーな

どのように、各地域の最も成長が見込まれる産業群に積極

的に資金を集中投資することで、多様化したポートフォリオ

をグローバルに組むことを図っていく予定です。 

新たな進化のプロセスへ―Strategic Business Innovator
北尾CEOインタビュー 

SBIグループは、創業の原点である「顧客中心主義の徹底」をさらに進化させ、 
金融を超えた総合企業グループへと飛躍していきます。 

主要ビジネスラインにおける今期（2006年度）の

事業概況及び位置付けについて、教えてください。 

償還済みファンドのトラックレコード（償還実績） 

2006年9月末現在（％） 

償還ファンド名 

2002年12月 

2004年10月 

2006年6月 

2006年8月 

2006年8月 

償還時期 

20.5

20.4

18.3

25.7

27.7

ネットIRR

ソフトバンクベンチャーズ 
匿名組合 

ソフトベン2号投資事業組合 

SBI・LBO・ファンド1号 

企業再生ファンド一号 
投資事業有限責任組合 

ブイアール企業再生ファンド 
投資事業有限責任組合 
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北尾吉孝 
代表取締役執行役員CEO
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（3）グループ内に銀行・損保・生保等の機関投資家群を抱

えることによる新運用体制構築に向けた準備期 

住友信託銀行との提携による新ネット銀行設立準備を始め、

あいおい損保との新ネット損保の設立準備およびアクサ ジ

ャパン ホールディングとの新ネット生保の設立準備などを背

景に、当社グループ内に新たな機関投資家群を抱える土台

を整えつつあります。それにより運用資産規模の拡大を図り、

当社グループの運用ノウハウを活かして、継続的に良いパフ

ォーマンスを生み出す運用体制を築き上げていこうと考え

ています。それが、各新事業会社の業績を上げていくことに

も大きく寄与するものと確信しております。例えば、ネット銀

行では高い預金金利が可能となったり、ネット生保ではより

大きな配当を可能とするわけです。 

 

 

 

ブローカレッジ＆インベストメントバンキング事業

（1）ネット証券業界の競争に決着をつけるべくシェアを一

層高める期 

SBIイー・トレード証券は、ネット証券業界の競争に決着を

つけやすい低迷する相場環境の中で、業界最低水準の手数

料体系を提示するとともに、魅力的な商品・サービス、安定

的なシステムの提供によりシェアを一層高めていくことを目

指します。これまでも、個人株式委託売買代金シェアにおいて、

2006年3月期通期23.1％、2007年3月期第1四半期

27.3％、2006年6月単月では33.5％とシェアを高めてき

ております。 

尚、2006年9月末現在の同社の口座数は131万口座を

突破し、預かり資産の残高は9月末現在で3兆8,284億円と、

それぞれネット証券会社で圧倒的に優位なポジションを確立

しています。 

新たな進化のプロセスへ―戦略的ビジネスの革新者 

SBIインベストメント：日本最大のベンチャーキャピタル 
SBIキャピタル：平均ネットIRR 20%超のバイアウト部隊 
SBIアセットマネジメント：ハイパフォーマンスを誇るアセットマネジメントカンパニー 
SBIアルスノーバ・リサーチ：CDO（債務担保証券）に強みを持つ専門家集団 
SBIホールディングス：BRICs・不動産といった新たな運用領域を開拓するパイオニア 

SBISBIグループの強力な運用部隊強力な運用部隊 SBIグループの強力な運用部隊 

SBISBIグループ内の新たな機関投資家群な機関投資家群 SBIグループ内の新たな機関投資家群 

資産運用 

＊ 関係当局の許認可等を前提とする 

新ネット生保*

ネット証券 
SBIイー・トレード証券 
6月末MRF残高 
4,370億円 

その他事業会社 

新ネット銀行*

新ネット損保*

主要オンライン証券の個人株式委託売買代金シェア 

23.1%

SBIイー・トレードのシェアは第1四半期27.3％、6月33.5％へと上昇 

個人株式委託売買代金比較 

2006年3月期 
通期 
（05/4-06/3） 

主要 
オンライン 
証券5社 

57.4%

その他 
42.6%

11.1%

10.0%

8.0%

5.2%

27.3%

2007年3月期 
第1四半期 
（06/4-06/06） 

主要 
オンライン 
証券5社 

62.8%

その他 
37.2%

13.2%

9.5%

6.8%

6.0%

33.5%

2006年6月 
（1カ月） 

主要 
オンライン 
証券5社 

75.2%

その他 
24.8%

15.9%

11.0%

8.1%

6.7%

出所：東証統計資料、JASDAQ統計資料、各社ホームページ等公表資料より当社にて集計 
注1：個人株式委託売買代金は3市場（1・2部）とJASDAQを合算 
注2：マネックス証券、日興ビーンズ証券はマネックスとして合算 
注3：カブドットコム証券は2006年1月にMeネット証券と合併 

SBIイー・トレード証券 

楽天証券 

松井証券 

マネックス 

カブドットコム 

SBIイー・トレード証券 

楽天証券 

松井証券 

マネックス 

カブドットコム 

SBIイー・トレード証券 

楽天証券 

松井証券 

マネックス 

カブドットコム 
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（2）収益源のさらなる多様化を推進する期 

SBIイー・トレード証券は、口座数・預かり資産・売買代金

シェアといった圧倒的な顧客基盤を背景に、収益源のさら

なる多様化を目指してまいります。例えば、信用取引におけ

る金利収入を中心とした金融収益は、2007年3月期第1四

半期で4,086百万円（前年同期比80％増）を計上するに

至っておりますが、他にも外国債券の販売、先物・オプション

取引、貸し株業務の展開等、顧客ニーズにあった多種多様な

商品・サービス提供による収益拡大を図ってまいります。 

 

 

 

（3）投資初心者層の取り込みにより、さらなる顧客数増加を

目指す期 

SBIイー・トレード証券は、「貯蓄から投資へ」の流れの中、

投資初心者向けサイト「イー・トレード　エレメンタリー（仮）」

や投資家と企業とのコミュニケーションサイト「イー・トレー

ド　SNS（Social Network Service）（仮）」などの立ち

上げによる、飛躍的な顧客数増加を目指してまいります。

2007年3月期第1四半期におけるSBIイー・トレード証券へ

の新規口座開設者のうち、株式投資未経験者は約63％に達

しておりますが、より初心者に特化した別サイトを立ち上げ

ることにより、「貯蓄から投資へ」の流れを的確に捉えてま

いります。 

SBIグループの強力な運用部隊 

SBIグループ内の新たな機関投資家群 

日本 

51.9%

2.8%3.4%

11.4%

25.9%

4.7%
13%

6%

13%

34%

27%

5%

24%

1%
2%

5%

9%

29%

13%

4%

54%

34%

11%
12%

14%

28%

1% 5%

29%

26%

注：(　)内は国民一人あたりの金融資産の額 
日本銀行調べ　日本2005年12月末、米国2005年6月末、他2001年12月末時点 

日本は今、欧米諸国並みの個人金融資産ポートフォリオへの移行期 

日本の個人金融資産の総額は1,509兆円で英独仏3カ国合計（1,369兆円）を上回る規模 
日本国民一人あたりの金融資産は1,181万円 

現金・預金 
債券 
投資信託 
株式・出資金 
保険・年金準備金 
その他 

資産構成 

総額1,509兆円（1,181万円） 

資産規模 

米国 

総額4,144兆円（1,411万円） 

資産規模 

ドイツ 

総額436兆円（530万円） 

資産規模 

英国 

総額579兆円（965万円） 

資産規模 

フランス 

総額354兆円（598万円） 

資産規模 
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